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中国の国家金融監督管理総局は、今後５年間の金融行政、市場成長の重点分野についての発表を相

次いでしている。５月には「銀行業・保険業における５つの重点分野を実施する上での指導意見」1（５

つの重点分野の指導意見）として、全体の枠組みを発表。なお、５つの重点分野とは①科学技術、②

グリーン、③金融包摂、④老後保障、⑤デジタルで、これらについて金融を通じた支援に力を入れる

としている。また、三中全会を控えた６月にはこの５つの重点分野の中で、③金融包摂との関連性が

高い「インクルーシブインシュアランス」に関する指針を発表した（「インクルーシブインシュアラン

スの指導意見」）。 

 

このような発表の背景には、2023年 10月に開催された中央金融工作会議がある2。当会議では、金

融政策に関する中期方針が決定され、「金融強国」の建設を加速するとした。その際に取り上げられた

のが上掲の５つの重点分野である。また、当会議からは金融事業に関する「党の指導の強化」をうか

がうことができる。つまり、金融事業の成長の重点はこれまでのような市場の積極的な拡大ではなく、

社会で発生する様々なリスクの予防やその改善（社会の安定）に重点が置かれている点だ。これまで

金融行政や市場の発展の方向性の決定は国務院が中心となっていたが、2023年から党中央（共産党中

央委員会）へと移行している点も大きく影響している。内容は、今後の市場の成長に寄り添ったとい

うよりは、党や政府が目指す政治的・政策的な要素がより前面に押し出されている。 

 

５つの重点分野において、生命保険としては特に③金融包摂、④老後保障の今後５年間の指針が重

要となる。また、インクルーシブインシュアランスとは、林（2019）3によると、マイクロインシュア

ランスは低所得者層を対象とした低価格の保険とされるが、保険監督者国際機構（IAIS）による定義

 
1 中国における保険業と銀行業の監督当局は１本化されており、通知の内容も銀行業と保険業の内容が混在している。 
2 金融工作会議は 1997 年以降５年に１回開催されているが、2022 年は新型コロナウイルスの影響などで開催されていなかった。 
3 林勝巳（2019）「途上国におけるインクルーシブインシュアランスの動向」、SONPO インスティチュート・プラス、pp.99-100。 
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では、インクルーシブインシュアランスはより包摂的なものとして、マイクロインシュアランスだけ

でなく保険が十分に提供されていない市場を対象とした保険を表すとした。また、インクルーシブイ

ンシュアランスは経済活動を促し、経済的に不安定な状況を軽減するものであり、多くの途上国が国

家金融包摂戦略（NFIS）においてインクルーシブインシュアランス市場の促進に関わる政策を掲げて

いるとしている。 

中国がここでインクルーシブインシュアランスを敢えて取り上げた背景には、共同富裕実現に向け

た１つの取り組みとして活用しようとする姿がうかがえる。マイクロインシュランスのような低所得

層に限らず、今後はより広範な金融弱者・社会的弱者にそのカバー範囲を広げていくことを示してい

る（図表１）。更に、その主な担い手として保険会社に期待を寄せているということを意味しているの

だ。 

 

 

 

 

 

 

インクルーシブインシュアランスの指導意見によると、その対象は社会保険による保障が不十分で、

通常の民間保険では行き届かない特定のリスクグループとなっている。それは同意見でも触れている
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共同富裕を新たなレベルに引き上げる。 質の高いインクルーシブインシュアランスの成長システムを構築する。

社会保険による保障が不十分で、民間保険の供給が不足している地域については、リ

スクコントロールを前提に、保険会社が特定のリスクグループまたは特定のリスク分野に対

して、包括的な保険商品・サービスを提供することを奨励する。

特定対象に対する保険商品の提供を増加させる。

・都市・農村部での低所得者層向けの傷害保険、健康保険、定期保険などの開発。

・高齢者、既往症や慢性疾患の患者、障がい者、子どもの先天性疾患、希少疾患、

ギグワーカーなどの医療保障ニーズを満たす商品の開発・販売の促進。

・元軍人、警察官、消防士、救急救命士、医療・看護関係者などの特殊な職業集団

に対してはテーラーメイド型の特殊な保険商品とサービスを提供する。

保険会社は特定のリスクに対応したインクルーシブインシュアランスを通じて政府の保障プ

ロジェクトに参加する場合、保険手続き、保険金請求決済プロセス、資料要件を簡素

化することとする。保険会社が政府の関係部署と交渉し、損益分配メカニズムを確立

し、料率のダイナミックな調整を実施し、これによって持続可能な経営を実現することを奨

励する。
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図表１：今後５年間を通じて支援を入れる重点分野（生命保険関連について抜粋） 

（出所）国家金融監督管理総局「関于銀行業保険業做好金融五編大文章的指導意見」、「関于推進普恵保険高質量発展的指

導意見」より作成。 
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ように、既存の低所得層に加えて、高齢者、既往症・慢性疾患の患者、子どもの先天性疾患、希少疾

患、雇用が不安定なギグワーカーである。ただし、今後、民間保険会社がインクルーシブインシュア

ランスで一時的に包摂することが可能となったとしても、特定リスクグループにも十分対応できるよ

う社会保険制度の改革、再構築を積極的に進める必要があろう。それは中国の社会保障制度は全ての

国民を対象としており（普遍性）、国民は社会保障制度を権利として利用できる（権利性）からだ。 

 

医療保険はその特質上、健康に自信がなく、病気になる確率が高い人ほど保険に加入する傾向があ

るという逆選択の問題を抱えている4。つまり、上掲の特定リスクグループのようなリスクが高い人が

集まれば、保険会社は一定程度の収益の維持を目指して保険料を引き上げることになろう。結果とし

て加入者は病気になる確率が高い人が集中し、民間保険そのものが成立しなくなるという「市場の失

敗」が待ち受けている。政府が期待する「特定リスクグループに対する包括的な保険商品」には、そ

のようなリスクがあることを念頭に置く必要がある。 

 

中国ではこれまでも地方政府と民間保険会社の協働経営によって、リスク対象をある程度絞った上

で医療保障を提供するという手法をとってきた。例えば、都市や農村の低所得者を対象とした「小額

保険（マイクロインシュランス）」、都市の非就労者・農村住民を対象とする公的医療保険制度の高額

療養費給付制度に相当する「大病医療保険」、各市でその市民を対象とした高額給付の医療保険である

「恵民保」などが挙げられる。特に、現政権以降、こういった取り組みが強化されている。しかし、

いずれの保険も保険会社にとって経営は厳しく、原則としてはノーロス・ノープロフィットを求めら

れる。「恵民保」については、昨今、経済的な理由から加入者の脱退、保険会社側の引き受け停止や商

品の売り止めなども浮上しており、持続可能性が課題となっている点には留意が必要だ5。 

 

政府としては社会保険制度による給付や財政的な補填を必要としない民間のリスク保障商品に期待

を寄せるのであろう。しかし、民間保険によって「包摂」されたがゆえに、それが結果として社会保

険からの排除となってはならないであろう。特定リスクグループは罹患リスクが高く、またギグワー

カーなどは危険を伴う業務も多く、本来であれば給付リスクが高いのが特徴である。民間保険活用の

根拠は政府が推し進める社会保障の「福祉ミックス体制」にあるが、それが社会保障の機能として本

来より持つ「権利性」（すべての国民は社会保険を受ける権利を有する）の問題を置き去りにしたまま

進められていないか、についても注視が必要だ。 

 

 

 
4 小塩隆士（2010）『社会保障の経済学 第４版』日本評論社,pp.8-9。 
5 第一財経「284 款産品近三成停止運営、恵民保如何実現更可持続？」、2023 年 12 月 19 日、 

https://www.stcn.com/article/detail/1068205.html 2024 年 7 月 17 日取得。 
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